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１．“ 障害 ”の現在
̶「障害」とは何か
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“ 障害 ”とは何か。



１．“ 障害 ”の現在
̶「障害」とは何か
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＜ 障害者基本法における障害の定義 ＞

l （障害者）
⾝体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他

の⼼⾝の機能の障害（以下「障害」と総称する。）がある者で
あって、障害及び社会的障壁により継続的に⽇常⽣活⼜は社会
⽣活に相当な制限を受ける状態にあるものをいう。

l （社会的障壁）
障害がある者にとって⽇常⽣活⼜は社会⽣活を営む上で障壁

となるような社会における事物、制度、慣⾏、観念その他⼀切
のものをいう。



１．“ 障害 ”の現在
̶障害者権利条約（国連）を批准
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障害者権利条約（障害者の権利に関する条約）
／Convention on the Rights of Persons with Disabilities

• 障害者の⼈権及び基本的⾃由の享有を確保し、障害者の固有
の尊厳の尊重を促進することを⽬的として、障害者の権利の
実現のための措置等について定める条約。

• 2006年12⽉に国連総会において採択され、2008年に発効。
⽇本は2007年に署名し、2014年に批准。
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→「合理的配慮の提供」を確保することが明記。

• 障害者権利条約では、「平等を促進し、及び差別を撤廃するこ
とを⽬的として、合理的配慮が提供されることを確保するため
のすべての適当な措置をとる」（第5条第3項）と定めている。

• 教育分野については、「障害者が、差別なしに、かつ、他の者
と平等に⾼等教育⼀般、職業訓練、成⼈教育及び⽣涯学習の機
会を与えられることを確保する。このため、締約国は、合理的
配慮が障害者に提供されることを確保する」（第24条 教育）
と定めている。

１．“ 障害 ”の現在
̶障害者権利条約（国連）を批准
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「合理的配慮（reasonable accommodation）」

障害者が他の者と平等にすべての⼈権及び基本的⾃由を享
有し、⼜は⾏使することを確保するための必要かつ適当な変
更及び調整であって、特定の場合において必要とされるもの
であり、かつ、均衡を失した⼜は過度の負担を課さないもの
をいう。

（障害者権利条約 第⼆条 定義）

１．“ 障害 ”の現在
̶合理的配慮とは何か
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（批准に向けた法施策の動向）

2011年 8⽉：障害者基本法の改正
…「社会的障壁」「合理的配慮」の明記等。

2012年 6⽉：障害者総合⽀援法の成⽴
…サービス法の変化。

2013年 6⽉：障害者差別解消法の成⽴
…⽇本で初めてとなる障害者差別に関する法律。
…教育機関における合理的配慮の提供が義務化。

※その他、障害者雇⽤促進法の改正等。

１．“ 障害 ”の現在
̶障害者権利条約（国連）を批准
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２．⼤学における障害学⽣⽀援と障害者差別解消法

３．発達障害のある学⽣への⽀援

概要
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2．⼤学における障害学⽣⽀援と障害者差別解消法
̶障害のある学⽣の増加

n 障害のある学⽣の増加推移

4,937 5,404 6,235 7,103
8,810

10,236
11,768

13,44914,127

21,703

27,256

31,204
33,812

37,647
35,341※

40,744
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独⽴⾏政法⼈⽇本学⽣⽀援機構（JASSO）
「⼤学、短期⼤学及び⾼等専⾨学校における障害のある学⽣の修学⽀援に関する実態調査結果報告書（2007〜2022）」より



11※⽂部科学省資料



12※⽂部科学省資料



13※⽂部科学省資料
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2．⼤学における障害学⽣⽀援と障害者差別解消法
̶障害のある学⽣の修学⽀援に関する検討会（⽂部科学省）

不当な差別的取扱いを防ぎ、必要な合理的配慮をできる限り円滑かつ迅
速・適切に決定・提供するためには、それぞれの⼤学等の状況を踏まえた体
制整備が不可⽋である。

⽂部科学省 障害のある学⽣の修学⽀援に関する検討会第⼆次まとめより

① 事前的改善措置
② 学内規程
③ 組織 →●委員会、●⽀援専⾨部署、●紛争解決のための第三者組織

不当な差別的取扱いの禁⽌や合理的配慮の提供は，⼤学等において，組織と
して当然に⾏わなければならないことと位置づけられていることを強く認識
することが必要である。（中略）このため，関連の取組を進めるに当たって，
学⻑等のイニシアティブの発揮と特定の教職員任せにならない組織としての
取組が強く求められる。（第⼆次まとめ５-（１））
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2．⼤学における障害学⽣⽀援と障害者差別解消法
̶事前的改善措置

機会の確保

施設・設備

教育⽅法等

情報公開

決定過程

⽀援体制

障害を理由に修学を断念することがないよう、修学機会
を確保することが重要。また、教育の質を維持することが
重要。

障害のある⼤学進学希望者や学内の障害のある学⽣に対
し、⼤学等全体としての受け⼊れ姿勢・⽅針を⽰すことが
重要。

権利の主体が学⽣本⼈にあることを踏まえ、学⽣本⼈の
要望に基づいた調整を⾏うことが重要。

情報保障、コミュニケーション上の配慮、公平な試験、
成績評価などにおける配慮の考え⽅を整理。

⼤学等全体として専⾨性のある⽀援体制の確保に努める
ことが重要。

安全かつ円滑に学⽣⽣活を送れるよう、バリアフリー化
に配慮。など。

⾼等教育機関における合理的配慮の前に…
「事前的改善措置」

体制整備、対応要領、施設整備、ソフト整備等

個のニーズに応じて
調整・提供される
「合理的配慮」

ニーズの全体像を考慮し
全学的に事前に取り組む
「事前的改善措置」
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2．⼤学における障害学⽣⽀援と障害者差別解消法
̶合理的配慮（教育的配慮との関係）

【教育活動の⼀環としての学⽣⽀援】
●思いやり、慮り、⽀え合い、⼿伝い、⽀援、サポート、配慮
●教育的配慮＝教員の個々の教育的理念や⼯夫による
➡提供側のさじ加減で「思いやり」の発露としてなされる

【教育機関の責任としての合理的配慮】
教育機関として明確なルールを設けて

情報公開をしたうえで
障害のある学⽣の意思の表明を受け
双⽅の建設的な対話を実施する。

妥当性を判断し、互いに納得した上で
合理的配慮として提供する。

法的枠組みのもとで、
本⼈の意向が尊重された対話を通じて
機会平等達成のために提供される。

→合理的配慮はさまざまな⽀援の⼀部

基本的に、本⼈や⼤学関係者の
同意なく提供されることない。
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2．⼤学における障害学⽣⽀援と障害者差別解消法
̶合理的配慮（構成要素）

・ 個々のニーズ
・ 社会的障壁の除去
・ ⾮過重負担
・ 本来業務付随
・ 機会平等
・ 本質変更不可
・ 意向尊重

【ポイント】
⼀般的な教育的
⽀援との違いは

何か。

川島聡 他（2016）『「合理的配慮」対話を開く 対話が拓く』, 有斐閣
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〇合理的配慮の内容の決定の⼿順

• 合理的配慮の内容の決定についての主な⼿順を以下に記載する。
これらの⼿順は⼀⽅向のものではなく、障害の状況の変化や学年
進⾏、不断の建設的対話・モニタリングの内容を踏まえて、その
都度繰り返されるものである。

①障害学⽣からの申出
②障害学⽣と⼤学等による建設的対話
③内容決定の際の留意事項
④決定された内容のモニタリング

意思の表明

建設的対話

合意形成

2．⼤学における障害学⽣⽀援と障害者差別解消法
̶合理的配慮（決定⼿順）



20

2．⼤学における障害学⽣⽀援と障害者差別解消法
̶障害者差別解消法の成⽴

障害者差別解消法
（障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律）

• 2013年6⽉に成⽴、2016年4⽉に施⾏。

• この法律により、障害者に対する差別的取扱いが禁⽌され、国・地
⽅公共団体等（国⽴⼤学法⼈等を含む）においては、合理的配慮の
不提供も禁⽌が法的義務に、⺠間事業者（私⽴⼤学等を含む）にお
いては、努⼒義務となった。

• 2021年5⽉：改正法案の成⽴ →合理的配慮：⺠間事業者も法的義務



（社会的な動向をうけて）

• ⾼等教育機関においても、「特別」から「当たり前」へ。
• 「しなければならない」という義務へシフト。
• ⾼等教育機関がユニバーサルな環境であることは、グローバ
ルスタンダードに。

【⾼等教育機関全体として必要な取り組み】
Ø ⽀援体制の整備、安定的な⽀援の運営
Ø 障害者差別解消法への対応
Ø バリアフリー化、理解啓発の促進 etc
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2．⼤学における障害学⽣⽀援と障害者差別解消法
̶⾼等教育機関としての役割



概要
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１．“ 障害 ”の現在

２．⼤学における障害学⽣⽀援と障害者差別解消法

３．発達障害のある学⽣への⽀援
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３．発達障害のある学⽣への⽀援
̶障害のある学⽣の増加

n 障害のある学⽣の増加推移

4,937 5,404 6,235 7,103
8,810

10,236
11,768

13,44914,127

21,703

27,256

31,204
33,812

37,647
35,341※

40,744
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独⽴⾏政法⼈⽇本学⽣⽀援機構（JASSO）
「⼤学、短期⼤学及び⾼等専⾨学校における障害のある学⽣の修学⽀援に関する実態調査結果報告書（2007〜2022）」より
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３．発達障害のある学⽣への⽀援
̶障害のある学⽣の増加

視覚障害 789(1,9%) 聴覚・言語障害
1,852(4,5%)

肢体不自由
1,837(4,5%)

病弱・虚弱
11,830(29%)

重複
438 (1,1%)

発達障害
8,698 
(21,3%)

精神障害
12,228 
(30,0%)

その他
3,072(7,5%)

n 2021年度の障害種内訳／40,744名

独⽴⾏政法⼈⽇本学⽣⽀援機構（JASSO）
「⼤学、短期⼤学及び⾼等専⾨学校における障害のある学⽣の
修学⽀援に関する実態調査結果報告書（2022）」より
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３．発達障害のある学⽣への⽀援
̶障害のある学⽣の増加（発達障害）

n 発達障害のある学⽣の増加推移

127 178 299 569
1,064

1,453
1,878

2,393
2,722

3,436
4,148

5,174

6,047

7,065
7,654

8,698
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独⽴⾏政法⼈⽇本学⽣⽀援機構（JASSO）
「⼤学、短期⼤学及び⾼等専⾨学校における障害のある学⽣の修学⽀援に関する実態調査結果報告書（2022）」より
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３．発達障害のある学⽣への⽀援
̶基本的特性の理解

○ ⾃閉スペクトラム症／⾃閉症スペクトラム障害（ASD）
（旧⾼機能⾃閉症、アスペルガー症候群、広汎性発達障害）

○ 注意⽋如・多動症／注意⽋如・多動性障害（ADHD）
（旧注意⽋陥多動性障害）

○ 限局性学習症／限局性学習障害（SLD）
（旧学習障害）

→ 障害特性が重複している場合有り
→ 感覚過敏・鈍磨、協調運動の課題などにも留意
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３．発達障害のある学⽣への⽀援
̶基本的特性の理解

n 2021年度の発達障害のある学⽣数／8,698名

独⽴⾏政法⼈⽇本学⽣⽀援機構（JASSO）
「⼤学、短期⼤学及び⾼等専⾨学校における障害のある学⽣の修学⽀援に関する実態調査結果報告書（2022）」より

ASD
4,212

ADHD 
2,648

SLD 
243

重複
1,595 



28※⽂部科学省資料

（参考）
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（1）⼊学前に既に診断され、障害が認知されている場合。

（2）⾃他ともに発達障害とは認識せずに進学し、
以下のような経緯から発達障害と推定される場合。

①様々なトラブル、あるいは学業不振、実験や実習、
就職活動での困難。

②⼆次的、あるいは合併した精神・⾝体症状。
③不登校や休学。
④本⼈がインターネットや書物をみて相談。
⑤1対1の対応における特徴の現れ。

独⽴⾏政法⼈ ⽇本学⽣⽀援機構（JASSO）
「教職員のための障害学⽣修学⽀援ガイド」より

３．発達障害のある学⽣への⽀援
̶発達障害のある学⽣を把握するパターン
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基本的には、学⽣本⼈からの申し出によって、⽀援がスター
トします。⼤学において（多くの場合）、「個別⽀援」は⾃主
的な働きかけがあること、「修学⽀援」は本⼈による特性の認
知、必要な範囲での情報開⽰が求められる。

→個別⽀援と修学⽀援は明確に分けられるものではないが、
⽀援者としては意識しておく必要がある。

修学⽀援

授業や試験での
合理的配慮

個別⽀援

医学的な相談
⼼理的な相談

３．発達障害のある学⽣への⽀援
̶個別⽀援と修学⽀援
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所属学部・専攻科

教職員健康診断
健康管理指導
健康相談

修学⽀援に対する助⾔・提案
学⽣サポーターの育成・派遣

⽀援者の派遣
⽀援機器の貸し出し

学内外⽀援のコーディネート

保健センター

障害学⽣⽀援
移⾏⽀援

就職活動⽀援

奨学⾦申込
サークル活動
⽣活全般

学⽣⽀援部署

キャリア⽀援
カウンセリング
メンタルヘルス

学⽣相談

紛争解決のための
第三者委員会

全学共通科⽬担当

学外機関

３．発達障害のある学⽣への⽀援
̶学⽣をとりまく⽀援体制（機能分岐と連携）
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l 履修登録
・時間割作成の困難。ex.) 煩雑且つ初めてのシステム、
⾃由度の⾼さ、選択肢の多さ、ペース配分の難しさ

・インフォーマルな情報からの孤⽴。
・（⼊学時は特に）他の作業との同時並⾏。

l 授業における⽀援
・視覚、あるいは⾳声によって情報をとることの困難。
・ゼミ（演習）形式における困難。ex.) ディスカッション
・実験における困難。ex.) ⼿順、グループワーク
・学外実習における困難。

l 試験、評価の配慮
・試験、評価⽅法の検討。

※合理性（合理的配慮の実施）と公平性の課題。

３．発達障害のある学⽣への⽀援
̶修学⽀援が必要となる場⾯
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• 授業担当教員への配慮依頼（基本的特性の理解など）
• ICレコーダーによる録⾳、板書の写真撮影の許可
• 授業内での指⽰（試験等の重要な情報）を板書や書⾯でも伝える
• 座席の確保、授業中の⼊退室などへの対応
• グループワーク等が必要になる場合の調整
• 実験や実習において、事前の教室確認や⼿順の確認
• ノイズキャンセリングヘッドフォンなどの⽀援機器の使⽤許可
• ノート作成（板書を写す）や実験等の作業における⼈的補助
• 評価⽅法の変更 ※授業の本質を変えない範囲 など

⼩⾕裕美・村⽥淳 編（2018）『発達障害者のキャリア教育と就活サポート』, 黎明書房

３．発達障害のある学⽣への⽀援
̶授業場⾯における⽀援例：ASD
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• 授業担当教員への配慮依頼（基本的特性の理解など）
• 授業内での指⽰（試験等の重要な情報）を書⾯でも伝える
• レポート等、提出物の提出期限のリマインド
• ICレコーダーによる録⾳、板書の写真撮影の許可
• スマートペン等の⽀援機器の使⽤許可
• 座席位置の配慮、簡易的なパーティションの使⽤ など

⼩⾕裕美・村⽥淳 編（2018）『発達障害者のキャリア教育と就活サポート』, 黎明書房

３．発達障害のある学⽣への⽀援
̶授業場⾯における⽀援例：ADHD
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• 授業担当教員への配慮依頼（基本的特性の理解など）
• 書籍、教材等の電⼦データ化（テキストデータの配布）
• 読み上げソフト、⾳声⼊⼒ソフト等の使⽤許可
• 筆記の代替措置としてパソコンの使⽤を許可
• ICレコーダーによる録⾳、板書の写真撮影の許可
• スマートペン等の⽀援機器の使⽤許可
• 試験時間の延⻑ など

⼩⾕裕美・村⽥淳 編（2018）『発達障害者のキャリア教育と就活サポート』, 黎明書房

３．発達障害のある学⽣への⽀援
̶授業場⾯における⽀援例：SLD
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例）思考・⾏動特性に偏りがある場合

• 限定的な情報から意図されることを理解する（想像⼒、社会性
の課題等）ことに困難がある。

• 障害特性上の不注意や情報整理の苦⼿さによるタスク管理など
に困難がある。

• 孤⽴した学習環境により、課題に取り組む際などにインフォー
マルな情報や質問の機会を得にくいため、課題に⼿が付かない、
どこまでやれば良いかわからないといった混乱が⽣じる。

３．発達障害のある学⽣への⽀援
̶オンライン授業における課題
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• 表⾯的な「できる／できない」ではなく、根本的な困りごと（＝本⼈な
りのやり⽅の模索）をサポート。

• ⽬的と⼿段の切り分け。必要に応じた、⼿段の柔軟性。
…特にアクティブラーニングでは注意が必要。

• ⾮明⽰的なメッセージ（暗黙の了解）の回避。→構造化
…思わず⼝にする「困ったら⾔いに来てね」、
「やりながら考えよう（とりあえずやってみて）」etc

• ⼼理的、⾝体的、感覚的負荷の緩和。

• ニーズを認識・表出することの困難へのアプローチ。
→情報公開・発信と「外在化」を⽤いた関わり⽅。

３．発達障害のある学⽣への⽀援
̶⽀援・指導上の対応のポイント
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障害学⽣⽀援は、ある⼀定の基準やノウハウに基づいた⽀
援を実施することに加えて、学⽣本⼈が⾃⼰認識を⾼めてい
けるような⽀援が求められる。

→⾃⼰認識の過程では、次のような観点が⼤切になる。
• 障害、特性を知ること
• ⾃分⾃⾝をマネジメントしていく能⼒
• 環境（他者）との相互関係

社会に接続する教育機関として、修学⽀援を対処的なもの
とせずに、修学⽀援を通じて“＋αの⽀援”となっていること
が重要ではないか。

３．発達障害のある学⽣への⽀援
̶社会を⾒据えた⽀援のあり⽅
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参考：

• 独⽴⾏政法⼈ ⽇本学⽣⽀援機構，2007-2022，「2006-2021 ⼤学、短期⼤
学及び⾼等専⾨学校における障害のある学⽣の修学⽀援に関する実態調査
結果報告書」．

• 独⽴⾏政法⼈ ⽇本学⽣⽀援機構，2015，「教職員のための障害学⽣修学
⽀援ガイド（平成26年度改訂版）」．

• ⾼橋知⾳編，2016，「発達障害のある⼤学⽣への⽀援」，⾦⼦書房．

• ⼩⾕裕美・村⽥淳編，2018，「⾼校・⼤学における発達障害者のキャ
リア教育と就活サポート」，黎明書房．

• 独⽴⾏政法⼈ ⽇本学⽣⽀援機構，2018，「合理的配慮ハンドブック」．

• AHEAD JAPAN＿https://ahead-japan.org/

• ⾼等教育アクセシビリティプラットフォーム（HEAP）＿
https://www.assdr.kyoto-u.ac.jp/heap/


